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⑴ 義務に相関する claim
アメリカの法理学者ホーフェルド(1)およびコクーレク(2)によって確立された法律
関係論において claimは、債権債務関係を典型とする請求権・義務関係（claim-duty
relation）における「請求権」という翻訳語の原語にすぎない。それが、日本の民
法学者が「請求権」という言葉で理解しているものと正確に同じであるかどうか
(1) Wesley Newcomb Hohfeld (edited by Walter Wheeler Cook), Fundamental Legal
Conceptions as Applied in Judicial Reasoning and Other Legal Essays, New
Haven: Yale University Press, 1919. その紹介・検討として、亀本洋「ホーフェ
ルド図式の意味と意義」法学論叢 166巻 6号（2010年）68–93頁、同『法哲学』（成文堂、
2011年）120–155頁、同「法律関係論と権利論」法学論叢 180巻 5・6号（2017年）
88–101頁参照。
(2) Albert Kocourek, Jural Relations, Indianapolis: The Bobbs-Merrill Company,
1927. その一部の紹介・検討として、佐藤遼「法律関係論の史的展開（四）」法学論
叢 180巻 1号（2016年）96–107頁、亀本・前掲注 (1)「法律関係論と権利論」102–110
頁、同「中間法律関係」法律論叢 90巻 1号（2017年）67–78頁参照。
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は、ここでは問わない。だが、それが、日本の民法の教科書等で「債権は請求権で
ある」と説明されるときの「請求権」、あるいは「物権的請求権」における「請求
権」の概念とほとんど同じものであることに異論はなかろう。
AがBに 1年後に返済する約束で 100万円を貸したとしよう。すると、債権者
Aは、債務者Bに対して、1年後BがAに 100万円を支払うことへの請求権をも
つ。同じことだが、これを債務者の側から記述すると、BはAに対して、1年後A
に 100万円を支払う義務(3)を負う。この例でいえば、請求権の内容は、1年後B
がAに 100万円を支払うことであり、義務の内容も同じである(4)。このように請
求権・義務関係においては、請求権があれば必ずそれに対応する義務があり、その
意味で「請求権と義務は相関している」と言われる。
⑵ 権能の行使としての claim
請求権・義務関係において問題になるのは、義務を負う者の行為であって、請
求権保有者（以下、「保有」を省略して、「請求権者」ということもある。「義務を
負う者」についても同様に「義務者」ということがある。）の行為ではない。した
がって、請求権者が、義務者である相手方に義務の履行を「請求し」たり、原告と
して被告の義務の履行を命じる判決を裁判所に「請求し」たりする行為自体は、英
語ではいずれも claimという動詞で表記されるが、法律関係論上の請求権・義務関
係とは別次元の問題である。
法律関係論では普通、それらの「請求行為」は「権能（power）の行使」とさ
れ(5)、権能の内容は、請求権・義務関係におけるのと対照的に、権能保有者の行為
(3)受領拒絶のことなどを考慮すると、「100万円の支払いを提供する義務」と言ったほうが
正確かもしれないが、重要な問題ではないので、ここではこだわらないことにする。
(4)「借主は、いつでも返還をすることができる」（日本の民法 591条 2項）とされていると
ころでは、借主の義務は、「1年以内に 100万円を返済すること」であり、「1年後に返済
してもらう」貸主の請求権とは内容が異なる、という見方も可能であろう。だが、おそら
く法律関係論の内部でなんとか説明できる問題だと思われるので、ここでは、そのような
細かい点にはこだわらないことにする。たとえば、債務としては同一だが、債務者が債
務を履行によって消滅させる方法には、期限が到来する前に履行するという方法もある、
つまり、債務者の履行権能の一つとその行使の法律効果の問題だと考えればよかろう。
(5)ただし、ホーフェルドのように「権能」の要点を権能者の意思表示によって法律関係を変
化（発生、消滅も含む）させるところにみる場合（亀本・前掲注 (1)「ホーフェルド図式
の意味と意義」75–76頁、同『法哲学』127–128頁、同「法律関係論と権利論」97頁参
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であって、権能を行使される者――独特の用語法であるが、「責任（liability）を
負う者」と呼ばれる――の行為ではない。権能・責任関係において、この意味での
「責任者」は何も行為しない。
ちなみに、「権利」（right）という同じ言葉を使って理解される法律関係のなか
に、区別されるべき二つの関係、すなわち請求権（・義務）関係と権能（・責任）
関係が含まれることを明らかにしたことが、ホーフェルド=コクーレク流法律関係
論の分析法理学への最大の貢献である。
⑶ 名詞としての claimと動詞としての claimの結合と分離
現行日本法を含め、通常の法体系においては、請求権・義務関係における請求権
保有者は、義務者による義務の不履行ないし義務違反があった場合、義務の履行な
いし損害賠償を求めて裁判所に訴える権能を与えられている。だから、義務者に対
して請求権を保有している者は、裁判所に対して、義務者に義務の履行を命じる判
決を「請求する」権能(6)をもっており、裁判に行く前にも当然、義務者に義務の
履行を直接「請求する」権能をもっていると考えられがちである。しかし、請求
権・義務関係における請求権をもっている者が、義務者や裁判所に「請求する権
能」をもたない法体制も論理的には構想可能である（後述 2参照）。
照）、債権者が債務者に債務の履行を「請求」したところで、普通は――履行の請求が履
行遅滞の開始の要件になっている場合（民法 412条 3項参照）などは別にして――法律
関係は変化しないから、それは「権能の行使」ではないことになる。そのような事情も
あり、すべての「請求行為」が法律関係論上意味のある「権能行使」であるかどうかは、
ここでは深く追求しないことにする。
19世紀後半のドイツ一般法学から 20世紀前半のアメリカ分析法理学に至る、権利の諸
概念（その一つとして「権能」がある）の歴史的展開の詳細については、佐藤遼「法律関
係論の史的展開（一）～（四）・完」法学論叢 178巻 6号（2016年）79–101頁、179巻
2号（2016年）100–129頁、179巻 5号（2016年）94–111頁、180巻 1号（2016年）
95–123頁参照。
(6)これは、「訴訟を提起する権能」と考えたほうが適切であるかもしれない。その権能が行
使されると、裁判所には、「請求」の却下であれ、棄却であれ、認容であれ、裁判を下す
義務が生じる、と言えるかもしれないが、それが、原告と裁判所の間での（公法的）法律
関係と言えるかどうかは微妙である。訴訟が提起され、受理された場合、裁判所は、裁
判を出す義務をだれに――原告か、原告・被告双方か、司法行政上の上級機関（最高裁判
所）か、国民全般か――対して負っているのか（あるいはだれに対しても負っていない
のか）、という問題はそれほど簡単ではない。法律関係論を公法関係に拡張しようとする
と、とたんに難しくなる。
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別の言い方をすれば、請求権・義務関係における名詞形としての claim（「請求
権」）と、それを請求する行為という動詞形としての claim（「請求する」）とは、別
次元のものなのである。にもかかわらず、前段落で示唆したように、道徳哲学者の
間では、あるいは、法哲学者の間ですら(7)、両者を一体と考える傾向が強いこと
もまた確かである。
さらに、そのような次元の混同、一体化から、「何かをするクレーム」（a claim
to do X）という表現が容易に生じてしまう(8)。それは、請求権・義務関係におけ
る請求権の表記としては間違いである。すでに述べたように、何かをするのは義務
者なのであるから。同じ理由で、請求権の実現を請求する権能の表記としても不正
確なものになる。
⑷ 権利と相関しない義務中心の倫理学
道徳哲学者の多くは、そのような間違いを犯す（あるいは、それを間違いとは思
わない）。だが、それは、人（正確にいえば「法人格」）と人との法的関係を問題に
する法律関係論――したがって、人と物との関係は法律関係ではない(9)――から
(7)ケルゼンは、法学において、ある行為をしたら（しなかったなら）サンクションが科せ
られるとき、その行為をしない（する）義務がある、という意味での「義務」の概念は
不可欠であるが、その意味での「義務」の反射としての「権利」の概念――請求権・義
務関係における「請求権」に相当する――は、「義務」だけで説明できるから不要である
とする。だが、反射的権利の保有者に、義務違反に対するサンクションを発動させるた
めに訴訟を提起する権能（Rechtsmacht）が与えられているとき、反射的権利は、十全
な意味での「権利」――ケルゼンは「技術的意味での権利」（ein subjektives Recht im
technischen Sinne des Wortes）と呼ぶ――となると主張する。Hans Kelsen, Reine
Rechtslehre, 2. Auflage, Wien: Franz Deuticke, 1960, S.139–141, 長尾龍一訳『純粋
法学第二版』（岩波書店、2016年）132–134頁参照。
ハートもまた、請求権・義務関係における「請求権」（ハートの言い方では「責務に相関
的な権利」rights correlative to obligation）と、各種の権能（その一つとして裁判に訴え
る権能も含まれる）との結びつきを強調する。ハートの場合、権能の行使が権利者の自由
に任されている点に主張の力点がある。H. L. A. Hart, Essays on Bentham: Studies in
Jurisprudence and Political Theory, Oxford: Clarendon Press, 1982, pp.183–184,
小林公・森村進訳『権利・功利・自由』（木鐸社、1987年）124頁参照。その批判的検討
として、亀本・前掲注 (1)「法律関係論と権利論」116–117頁参照。
(8)その例として、亀本・前掲注 (1)「法律関係論と権利論」89頁の (2)の文章参照。
(9)たとえば、「〔所有者が〕法令の制限内において、自由にその所有物の使用、収益及び処分
をする権利」（民法 206条）とされる所有権を法律関係として捉えるためには、所有者に
よる所有物の使用、収益および処分を特定の人によって妨げられない（所有者がもつ）請
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みて間違いということにすぎない。「権利」を法律関係のなかで論じる法理学者と、
人間間の関係からまずは切り離して、道徳における「権利」について論じる道徳哲
学者とでは、そもそもの関心が異なるのである。
法律関係論は、原告と被告が対立する訴訟、とくに義務の履行や損害賠償を請求
するタイプの民事訴訟を念頭において構想されたものである。そこでは、被告の義
務に対応する原告の「権利」（請求権と権能、あるいは両者の結合）がある（と原
告は主張する）ことは自明の前提であった。これに対して、道徳の世界にそのよう
な前提があるとは言えない。
古代ギリシアの道徳にせよ、キリスト教の道徳にせよ、儒教の道徳にせよ、仏教
の道徳にせよ、そこに他人との関係がしばしば登場することは当然だとしても、そ
れらの道徳は、道徳的に立派な人とはどのような人であり、そのような人になるに
はどうすればよいか、そして、そのような人になるべきことを人々に説くもので
あった。これらを総称して「徳の倫理学」と呼んでよかろう。そこにおける義務
も、まずもって自分に対する義務であって、その義務を請求する権利がある人はだ
れか、などという問題は低級な道徳の問題ないしは法律問題に属すると考えられて
いたと思われる。
もっとも、「金や物を借りたら返す義務がある」といった道徳観念は、そのよう
な取引が開始された大昔からあったはずである。だが、それは有徳な人になるため
の道徳というよりも、悪人にならないための道徳である。道徳には、それを行えば
（あるいは行わなければ）有徳な人として賞賛される義務と、それを行えば（あるい
は行わなければ）悪人として非難される義務とを両極端として、とくに賞賛も非難
もされない中間的行為を含め、徳性の程度を異にするさまざまな義務が含まれてい
求権――その特定の人はこれに相関する義務を負う。人の特定は、そのような侵害が生
じるか、生じることが明らかになるまでは確定しない。――とでも考えるほかない。ま
た、他人とかかわる所有物の「使用、収益及び処分」については権能関係も多く見られ
る。たとえば、所有物を他人に貸す権能、所有権を他人に譲渡する権能、地上権や担保
物権を設定する権能等々である。亀本・前掲注 (1)「法律関係論と権利論」100頁注 15
も参照。「所有権」と呼ばれるものは、さまざまな請求権および権能ならびに義務の複合
体であって、「所有権」という単純な「権利」があると考えないほうがよい。いずれにせ
よ、法律関係論においては、他人と無関係な局面で自分の物を（法令によって禁止されて
いないかぎりで）自分が好きなように扱うことは法律関係の問題ではないことになる、
という点に注意されたい。
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る。「人を殺さない義務」とか「他人の物を盗まない義務」といった、それをしな
くても賞賛されないが、したら強く非難される義務行為の一部が刑法上の自然犯を
構成するものと思われる。いずれにせよ、ここでは、伝統的な倫理学においては、
義務は「自分に対する義務」として、対応する権利ないし権利者を度外視して考え
られる傾向が強かったという事実を、少なくとも仮説として肯定しておきたい。
⑸ 「自分のもの」としての権利
それでは、（請求権や権能の観念も含めて）「権利」の観念は、道徳の世界にどの
ようなかたちで入ってくるのだろうか。低級な義務観念であるにしても、「金を借
りたら返す義務」が借主にあることは古くから当然視されていたと思われる。そこ
において、義務に相関する権利という観念が弱かったとしても、貸主が（借用証な
どを示して）返せと借主に迫る行動がしばしば観察されるとすれば、「権利」とい
う言葉がたとえなかったとしても、請求権（あるいはそれプラス請求権能）という
意味での権利の観念はすでに成立していた、と見てよいであろう。これを、裁判や
強制執行と切り離して考えれば、「道徳上の権利・義務関係」、あるいは（「法律関
係」とのアナロジーで）「道徳関係」と呼んでよいであろう。
他方で、道徳哲学者は、義務と同様、権利も他人との関係においてではなく、単
独で捉えることが多い。おそらくそれは、「権利」の観念と「自分のもの」という
観念が古くから結びついているからではないか、と推測される（後述 3(1)参照）。
そうだとすれば、借主に返済を迫る貸主の例については、貸主は請求権あるいはそ
れに相関する借主の義務を claimしているのではなく、単に「自分のものを返せ」
と claimしているだけだ、と素直に解釈することもできる。
もちろん、「自分のもの」という観念は、「他人のもの」という観念と相関してい
る（あるいは、それを前提している）、といった見方も可能である。だが、「自分の
もの」という観念は「他人のもの」という観念に先立つ、社会生活を行う人々のす
べてが最初にもつ強力かつ素朴な観念であると考えたほうがよいように思われる。
人々は「自分のもの」という観念を学習した後で、想像上の置換によって、「他人
にとって自分のもの」を「他人のもの」として観念できるようになる、と見たほう
がよいのではなかろうか。
ともかく、「権利」と「自分のもの」との原初的な深い結びつきを認めれば、「権
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利は関係に先立つ」と考えることができるようになる。したがって、法律関係論の
枠内で権利を位置づけることに慣れた法理学者であっても、権利を、まずは人と人
との関係から切り離して単独で考える道徳哲学者の態度に違和感を抱くことが少
なくなるであろう。
このことは、法律関係論に習熟していない一般の法学者については、もっと強く
言えることである。民法上の権利の説明を債権からではなく所有権(10)から始める
法学教師や権利の典型を所有権と考えている法学者は、権利と「自分のもの」とい
う観念の深い結びつきを無意識のうちに肯定していると見ることができる。自分
の所有する土地にバラを植えるといったこと自体のうちには、法律関係は登場せ
ず、それを法律関係論だけで完全に説明することはできない。
⑹ 「自分のもの」としての権利の拡張
いつから始まったかは定かでないが、遅くとも第二次大戦後の道徳哲学（ないし
は、それと接続する政治哲学）には、「自分のものとしての権利」に含まれる「自
分のもの」の範囲を、自分が現に保有する財産や身の回りのものから、現在はもっ
ていないが、まともな生活をするために「必要なもの」にまで拡張しようとする
動向が顕著に看て取れる(11)。権利の観念に、伝統的な所有権や債権の概念のほか
に、「福祉への権利」(12)とでも呼ぶべき権利概念が加わったのである。
古くは、貧しい人々に恵むことはチャリティという徳に発する慈善行為であっ
て、金持ちの道徳的義務とは言えても、恵んでもらうことが貧困者の権利とまでは
言えなかった。しかし、遅くともフランス革命の頃から、それを貧困者の権利、す
なわち「貧困者のもの」と捉える見方が芽生えたといってよいであろう(13)。
恵まれない人々の必要を充足させる義務がだれにあるかを不問にしたままでも、
恵まれない人に、自分の必要を充足させられる「権利」があるとすることは、その
(10)前注参照。
(11)さしあたり、亀本洋『ロールズとデザート』（成文堂、2015年）31–32頁、44–46頁、49
頁、74–75頁、147–148頁、198–199頁参照。
(12) H. J. McCloskey, “Rights,” Philosophical Quarterly 15 (1965): 115–127, at 120. ち
なみに、オーストラリアの哲学者マクロスキーは、何かをされない権利にせよ、何かをす
る権利にせよ、福祉への権利にせよ、請求権にせよ、すべて entitlementの概念で捉え
られると主張している。賛同し難いが、本稿では立ち入らない。
(13)波多野敏『生存権の困難』（勁草書房、2016年）参照。
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人自身が社会に向けてそのような要求を claimすること自体が「権利」であるとい
う考えにつながりやすい。また、最低限の生活保障の制度構築のためには、恵まれ
た人々の恵まれない人々に対する義務を強調するよりも、後者の前者に対する権利
を強調するほうが得策であるかもしれない。
このような事柄は、基本的に、権利やそれを含む制度についての正義論、政策
論、あるいはせいぜい権利の機能論の問題であって、権利をいかに定義し、分類す
れば、道徳の世界をうまく説明できるかという問題ではない。そこにおける道徳哲
学者たちの関心は、道徳と法という研究対象の違いを度外視しても、法律関係論者
たちの関心とは大いに異なる。後者の中心的な関心は、権利をいかに定義し、分類
すれば、法の世界をうまく説明することができ、ひいては、実定法学上の主張にお
ける概念的混乱に由来する誤った推論を除去することができるかにある(14)。
そうした関心の違いにもかかわらず、権利概念の分析を志向する法理学者が政策
志向型の道徳哲学者の権利論から学ぶところがないとあらかじめ断言することは
できない。後者は、新しい権利――福祉への権利だけでなく、動物の権利なども含
めてよい――の正当化の前提作業として、権利概念の分析や分類を行うのが常であ
り、そのような視点を異にする概念分析が法における権利の把握に貢献する可能性
は大いにあるからである。少なくとも、彼らの間違いから法理学者は多くを学ぶこ
とができる。
⑺ 道徳に権利が含まれることの意義
とはいえ、本稿では、そのような権利の正当化論に直接つながる権利分析論を正
面から扱うことはしない。むしろ、道徳のなかに義務の観念だけでなく、「権利」
の観念が含まれること自体にどのような意義があるか、ということに興味がある。
その背後には、法のなかに「権利」の観念が含まれることの意義への法理学的関心
がある。前者の探求は、後者の問題への解答に示唆を与えるところが大きいであろ
う。権利なき法体系というものは考えにくいが、権利がなく義務しかない道徳とい
うものは考えやすい、それどころか実際に存在した。それゆえ、権利をめぐって道
徳から法にいたる上記のようなアプローチは、それなりに妥当なものであろう。
(14)その一例として、亀本・前掲注 (1)「ホーフェルド図式の意味と意義」88–89頁、同『法
哲学』153–154頁参照。
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以下では、以上のような問題関心に応じるものとして、論文「権利の性質と価
値」（1970年）(15)に現れたファインバーグの権利論を紹介しつつ検討してみたい。
半世紀近く前の著作ではあるが、権利論に関心のある法理学者にとって今なお注目
に値する著作だと思われる。
権利の概念分析ではなく、道徳における権利自体の意義の探求に力点があると
いっても、「権利」にそれなりに明確な何らかの観念を与えないかぎり、論述は意味
不明なものとなる。後述するように、ファインバーグは、権利の中心観念を claim
に見ている（前述 (1)～(3)も参照）。
何よりも、その問題設定の仕方が鋭い。彼は、権利観念のない世界をあえて想定
して、それと権利観念が存在し、現に使用されている普通の世界とを比較する思考
実験を行うことから考察を開始する。
⑻ 日常言語学派的手法
当時の英語圏の哲学に見られた流行であり、ファインバーグもしばしば用いる
日常言語学派的手法について、ここで少し付言しておきたい。法理学における日
常言語学派(16)の代表とされるH. L. A. ハートは、人々が普通に使っている言葉
の意味の探求は、言葉の意味を単に明らかにするにとどまらず、法――「法」の
代わりに「道徳」等を置いてもよい――の理解にとって重要な区別を明らかにす
ることにも貢献すると主張している。その一例として、「せざるをえない」（being
obliged）と「義務がある」（having an obligation）との違いの比較考察を挙げて
いる(17)。そのように翻訳すれば、両者の違いはそれなりに理解できるが、前者を
(15) Joel Feinberg, “The Nature and Value of Rights” (1970), in his Rights, Justice,
and the Bounds of Liberty: Essays in Social Philosophy, Princeton, New Jersey:
Princeton University Press, 1980, pp.143–155. その後記として、“A Postscript of the
Nature and Value of Rights” (1979), ibid., pp.156–158.最初の論文の前提作業として
密接に関連する論文として、“Duties, Rights, and Claims” (1966), ibid., pp.130–142.
以下、最初の論文を中心に紹介を行うが、後の二つの論文も含め、適宜、本文中または脚
注中の括弧内に上記著書の該当箇所の頁数を付記することにする。
(16)論理実証主義から日常言語学派にいたる言語哲学に対する私の見方については、亀本洋
「言語論的転回への懐疑――論理実証主義を中心に」同『法的思考』（有斐閣、2006年）
359–380頁参照。
(17) H. L. Hart, The Concept of Law, Oxford: Clarendon Press, 1961, Preface, p.ⅶ. 長
谷部恭男訳『法の概念〔第 3版〕』（筑摩書房、2014年）11頁参照。
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「義務づけられている」と訳した場合には、両者の違いははっきりしなくなる。し
かも、その言葉が使用される文脈によっては、「義務づけられている」という訳語
が間違いとは必ずしも言えなくなる。
だが、ハートがそこで言いたかったのは、そのような言葉の辞書的意味の問題で
はない。彼は、“being obliged”と“having an obligation”との意味が単に異な
るということではなく、どう異なるか、なぜ異なるのかという点に関心があるので
ある。そのような問いに答えるためには、日常言語とは一応独立な彼自身の観点か
らものを見る必要がある。たとえば、金を借りた人が、返さないと貸主から訴えら
れたりして面倒なことになるから、借金を返済「せざるをえない」という言明と、
金を借りた以上返済「する義務がある」という言明とは種類が異なる、といったこ
とをハートは言いたかったのである。
日常言語の用法を、説明を助ける例として挙げるのはかまわないが、重要なのは
それを見る論者自身の視点なのである。論者によっては、その視点を日常言語の観
察から発見する人もいるかもしれない。だが、そうではない人がいても一向にかま
わない。日常言語の研究が、学問的に有意義な視点の発見のために不可欠であるこ
とを示す証拠はない。実際、日常言語学派的手法は、英語圏の哲学においてさえ、
1970年代以降しだいに使われなくなった。
私は、法理学上重要な区別を発見するための手がかりとして、日常言語を参照す
ることに何ら問題はないと考える。しかし、日常言語に見られる言葉の用法が、そ
のような区別の正当化の根拠であるかのようなふりをする論法は、学問的議論とし
ては認めない。読者や聞き手を説得するための非学問的議論としては認める。そ
れに私が説得されることは決してないが。
法律関係論の例で説明すれば、そのなかに登場する claimや powerという単語
で表現される概念は、英米の法律家や一般人が用いるそれらの言葉の意味を参考に
して形成された面がなくはないが、それでも、それらの単語の意味は日常的な意味
とは多少なりともずれており、しかも、決定的に重要なことに、それらによって表
わされる概念の意味は、日本語を使用する法理学者によっても完全に理解すること
ができるのである。法理学者は、それらの概念を分析道具として使って、判決、評
釈、法律論文等の法律家の文章を取り上げ、そこで claimという言葉が用いられて
はいるが、それは（文章作成者の意図にかかわらず）実は法律関係論上の powerと
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いう概念を意味しているのだ、といった主張をすることができる。そのようなこと
ができなければ、概念分析に学問的意味はない。そこにおいて日常言語の用法が根
拠になっていないことは明らかであろう。
哲学者または辞書作成者が、「権利（a right）は claimの一種であり、claimは
権利の主張（assertion of right）である」と定義することがあるかもしれない。そ
のような循環的かつ形式的な定義が、道徳や法における権利の意義の解明にとって
役に立たないことは明らかである。そこでファインバーグは、定義の試みではな
く、「claimという観念を使って、権利という観念のインフォーマルな解明」（149）
を試みることをよしとする。さらに彼は、「権利に関する一定の事実は、claimsと
claimingという言語で（それら以外の言語も候補となるかもしれないが）比較的
容易に表現可能であり、それらの言語で表現される権利に関する事実こそが、権利
とは何かを十全に理解するためだけでなく、権利がなぜ決定的に重要かを十全に理
解するためにも必要不可欠なのである。」（149）と続ける。
上記の引用文に登場する claimsと claimingは、それぞれ、前述 (3)で言及した
名詞としての claim（ただし、法律関係論上の「請求権」とまったく同一とは言え
ない）と、動詞としての claimに対応する。ここで訳語を与えることをあえて避け
たのは、英語の名詞または動詞としての claimという単語によって表される観念
を、その要点だけでもよいから、日本語使用者に大きな誤解を与えることなく、そ
れなりに正確に伝える日本語を私は見出すことができなかったからである。
このことは、日本の文化においては、claimという観念で表現されるような行動
傾向が比較的弱いことを推測させる。そうだとすれば、claimという語を使って表
現される権利をめぐる現象は、英語使用者よりも、日本語使用者にとっていっそう
顕著なものとして認識されるであろう。これは、権利の意義を把握するのに日本語
使用者が地の利を得ていることを意味している。
2　無権利社会
ファインバーグはまず、だれも（あるいは、ほとんどだれも）「権利」をもって
いないという点を除いて、「われわれの社会」（ファインバーグにとって「われわれ
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の」ということであるから、以下、当時のアメリカ社会ないし類似の社会をさして
「普通の社会」ということにする）とほとんど同じ社会を想定する。以下、そのよ
うな社会を「無権利社会」と呼ぶことにしよう。ファインバーグは、権利が存在す
る普通の社会との対照を際立たせるためか、無権利社会に以下のような諸規定を付
け加えてもよい、としている。
第一に、その社会は、善意、思いやり、同情心等々にあふれる有徳な人々から
なっている（143）。
第二に、その社会の人々は、権利の観念はもっていないが、「しなければならな
い」または「してはならない」という意味での「義務」――道徳的様相（moral
modality）としての義務――の観念はもっている。しかし、「権利」に相関する
義務の観念はもっていない（143–144）。そこでいう「権利」とは、名詞としての
claimと動詞としての claimとが後者優位で結合したもので、ファインバーグはそ
れを claim-right（「請求・権」）と呼ぶ（詳しくは後述 3(2)参照）(18)。たとえば、
無権利社会では、無謀運転の被害者は義務違反をした加害者に対して claimする
（「文句を言う」、「賠償してくれと言う」等々）ことができない。
第三に、無権利社会には、デザート（desert）(19)の観念とその実践とが存在す
る（145）。その典型は、人や社会に貢献した人に、貢献された人（々）から、それ
にふさわしいお金その他のもらってうれしいものが与えられるという慣行、ないし
は、与えられるべきであるという観念である。ただし、チップの慣行のように、本
来は期待以上のサービスに対する心付けであったものが、ほとんど権利に近いもの
に変容してきたものもあるが、そのような種類のデザートは、無権利社会では受け
容れられていない（146）。
無権利社会に付加される第四の、そして最も注目するべき特質は、「主権者（＝
国王）による権利の独占」（sovereign right-monopoly）ということである。権利
を付与し義務を課すルールがなければ、所有権、取引、約束、契約、婚姻、組合
等々、複雑な社会に必要な社会的・経済的制度・慣行は存在しえない。無権利社会
にも、一見そのような制度・慣行は導入されている。ただし、無権利社会では、義
務の履行を claimすることができるのは主権者のみとされる。たとえば、BがA
(18)後掲注 (20)の第二段落も参照。
(19)ファインバーグのデザート論については、亀本・前掲注 (11)81–108頁参照。
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から金を借りたなら、BはAに借金を返済する義務を負う。普通の社会との違い
は、そのような義務をBはAに対してではなく、主権者に対してのみ負う(20)と
いう点にある（146–148）(21)。
このことからわかるように、ファインバーグが「権利がない」ということで意味
しているのは、「個々人が権利をもっていない」という意味であることに注意され
たい。第四の特質の付加は、その意味での「個人的権利」（personal right）が存
在しない社会を普通の社会に近づけようとすれば、「主権者による権利の独占」と
いった制度が必要となるだろう、という趣旨のものである。
(20)主権者から授権された役人は、臣民が主権者に負う義務を創設する法的権能（legal power）
をもち、義務違反に対して主権者の名で刑罰を科す法的特権（legal privilege）をもつ
が、臣民に対する「請求・権」（claim-right）はもたない（148）、とされる。役人とし
て、明治憲法体制下の「天皇の名において」裁判を行う裁判官（天皇の官吏）のことを考
えれば理解しやすいかもしれない。しかし、「請求・権」という概念の居場所のない普通
の法律関係論によれば、授権された者も臣民に対して請求権（claim）をもつ、と考えて
差し支えないと思う。
ファインバーグのいう claim-rightは、請求権・義務関係における「請求権」とは異な
る独特の観念である。「請求権を claimする権利」とでもいえば、彼の意図するものに近
いであろう。ここでは明言されていないが、主権者は、請求権を行使しなかったり、請
求権に相関する義務を免除したりすることができるが、授権された役人にはそのような
裁量はない、ということを暗示したいのかもしれない。
なお、上記の「法的特権」は、法律関係論上は「法的権能」と同じものであり、なぜ
わざわざ違う言葉を用いているのか、私には理解できない。それがホーフェルドのいう
「特権」（ここでは「刑罰を科さない義務がないこと」）ではないことは明らかである。「特
権」という言葉に伴う「特別に」「例外的に」という含みを強調するために用いていると
しても、その点では授権された者のもつ義務創設権能も、その者に特に授権された特別
なものである点では同じである。原文がイタリックである点からして、修辞上の言い換
えとも思われない。
(21)類似の例として、ファインバーグは、キリスト教における結婚に関する一つの考え方を
挙げている。そこでは、結婚は配偶者間の合意に基づいて成立するものではない。結婚
の誓いは、各配偶者が神に対してなすものであり、婚姻上の義務の履行を claimするこ
とができるのは神のみである（147–148）。
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3　Claimの意義
⑴ 権利とdueと claimingの結びつき
無権利社会に付け加えてもよいとされる上記の四つの特質のうち、どれを取り入
れるかによって、想像される無権利社会の実像は異なったものになるであろう。た
とえば、第二の特質だけでなく、第一の特質をも完全に備えているような社会で
は、全員が、借金の返済といった低級な義務だけでなく、チャリティの義務等の高
級な義務をも進んで果たす（144）のであるから、そもそも権利の観念など働く余
地がなくなるであろう。しかし、無権利社会がいかに道徳的に立派なものとして描
かれようと、そのポイントは「個人的権利」（以下、とくに強調したい場合を除き、
単に「権利」という）がない（148）、という点にある。
ファインバーグは、普通の社会と無権利社会の最も顕著な違いを「claimする」
（claiming）という活動の有無に見ている。無権利社会の住人は、「不当な差別を
受けたとき、自分が必要とするものをもらえないままにされたとき、あるいは、
不当な扱いを受けたとき、さっと立ち上がって、互いに正当な要求（righteous
demands）をするなどということは思いつかない。自分が欲しいものを取るため
に実力や策略に訴えることは躊躇しないかもしれないが。」（148）。
その理由ないしは説明として、ファインバーグは直後に次のような文章を続けて
いる。「彼らは、権利の観念をもっていない。したがって、自分の dueという観念
をもっていない。だから、取る前に claimするということをしない」（148）と。
ちなみに、dueという言葉も、日本語に翻訳することが難しい。「自分のもの」
というのが一番近いが、自分が「もつ」（「保有する」、「使用する」、「受け取る」、
「取り戻す」といった観念も含む）ことが「正当である」、「当然である」という含
みもある。他方で、dueの後に人を表す名詞をもってくれば、その人「に負ってい
る」（owe to）という意味になり、義務または義務・権利関係を表すこともできる。
実際、dutyと同根の言葉である（143）。
それはともかく、上記の引用文は、「権利」のインフォーマルな定義とでもいう
べきものであり、「権利」という言葉が「普通の社会」（ファインバーグがよく知る
アメリカ社会）でどのような意味で用いられているかという事実を、rightと関連
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するいくつかの英単語の用法についての英語圏の読者の先行理解に依存しつつ指
摘するものである。とはいえ、その文章の意味は、日本の読者でも英語を勉強すれ
ば十分正確に理解することができる。
⑵ claim-rightの意味
法理学者たちは「個人的権利」と「claimすること」との概念的結びつきを長期
にわたって認めてきており、その結果が、claim-right（請求・権）を、同じく権
利の一種とされる liberty（自由権）、immunity（免除権）および power（権能）
から区別する彼らの用語法に反映されている、とファインバーグは言う（148）。
すでに触れたように（前述 1(1)～(3)参照）、そのような事実は、少なくともホー
フェルドとコクーレクの法律関係論については、まったく当てはまらない。彼ら
は、「請求権」（a claim）と「請求する権能」とを峻別している。そもそも、彼ら
は claim-right(22)という用語も概念も使用しない。
では、ファインバーグは、法理学者の用語法の観察の結果として、claim-right
をどのようなものとして把握しているのか、これについて確認しておく必要があろ
う(23)。彼は、次のように述べている（わかりやすさのため、原文にない改行を加
えた）。
「人がXへの法的 claim-right（a legal claim-right to X）をもっているとき、
次の (ⅰ)と (ⅱ)の事態がともに成立していなければならない。
(ⅰ)　その人はXに関して自由で（at liberty）ある、すなわち、Xを控えたり、
放棄したりする義務がない。
(ⅱ)　〔その意味での〕その人の自由（liberty）は、その人にXを与える（grant）
という他の人々の義務、または、Xに関してその人を妨害しないという他の人々の
義務、の根拠となる。」（148）。
Xとして何を念頭に置いているのかがわからないと、上の文章の意味はよく理解
できない。しかし、その理解はなかなかに難しい。ファインバーグは、claim-right
が相手方の義務と相関することは定義上当然（148–149）――そのような定義が
(22)ファインバーグのいう claim-rightは、ハートが「責務に相関する権利」と呼ぶものに近
い。これについては、前掲注 (7)参照。
(23)ファインバーグ自身による、その後の若干異なる説明については、Joel Feinberg, Social
Philosophy, Englewood Cliffs, New Jersey: Prentice-Hall, 1973, pp.58–59参照。
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上記引用文章に現われていないように見えるにもかかわらず――とした上で、その
典型例として、借金を借主から返してもらう貸主の権利と、だれによっても自分の
土地の排他的占有を侵害されない土地所有者の権利とを挙げている。以下しばら
く、この二つの事例を素材にして、ファインバーグが claim-rightということで何
を考えているのか推測してみよう。
貸主の権利は、(ⅱ)の前半部分の義務の一種である借主の義務に相関するとファ
インバーグは考えているのであろう。そうだとすれば、そこにおけるXは、返済
されるべき金銭である。しかし、「借主の義務の根拠は貸主の自由である」という
ことを含意する (ⅱ)の文は理解しがたい。ファインバーグは (ⅰ)において、貸主
は、借主に対して返済を claimする――(ⅱ)におけるのと異なり、(ⅰ)ではこれが
Xである――のもしないのも自由であると言いたいのであろう。だが、貸主にその
ような自由があるから返済義務が生じるのではなく、返済義務は貸主の自由に先
立って存在し、その義務の履行を claimするかどうかが貸主の自由に任されてい
る、と考えるべきである。
土地所有者の有する妨害排除請求権についていえば、それは (ⅱ)の後半部分で登
場する種類の義務に相関し、そこで言及されるXは、土地またはその利用であっ
て、請求権ではない。他方、(ⅰ)におけるXは、「土地から出て行くように claim
すること」であって、土地でも請求権（claim）でもない。
もしかしたらファインバーグは、(ⅰ)で言及される権利の典型を所有権と考えて
いて、自分の所有物――不動産や動産だけでなく債権等を「所有する」という観念
も可能であることに留意されたい――たるXをどう扱おうが自由であるというこ
とが言いたいのかもしれない。それとのつながりで、(ⅱ)では、「自分のもの」で
あるからこそ、他人にはその自由な利用を妨害しない義務がある、ということが言
いたいのかもしれない。そうだとすれば、(ⅰ)と (ⅱ)で登場する「自由」という観
念は、「自分のもの」という観念を暗黙裡に前提している、ということになろう。
実際、ファインバーグは、この推測が正しいことの証拠となるような主張をして
いる。彼は「claim-rightは、それに必然的に相関する義務に先立つ、あるいはそ
の義務より基礎的なものである」（149）と言う。claim-rightが法律関係論上の請
求権と同じものだとすれば、これは考えられない主張である。請求権と義務は、同
一の法律関係を記述するための用語にすぎないからである。
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先の主張の正しさを説得するためか（実際は同語反復であるが）、ファインバー
グは次のように述べている。「ニップがタックに対する claim-rightをもっている
とすれば、この事実のゆえに、タックはニップに義務を負っているのである。何
かがタックからニップに（方向的要素）与えられるべき（due）であるからこそ、
タックがしなければならない（様相的要素）何かがあるのである。しかも、それは
関係であり、タックは拘束（bound）されている〔おそらく、「義務づけられてい
る」という意味〕が、ニップは自由（free）である。ニップは権利をもっているだ
けでなく、権利を行使するかどうか、権利を claimするかどうか、権利侵害を理由
に裁判に訴えるかどうか、タックを義務から解放してすべてを忘れるかどうか、と
いうことさえも選択することができる。」（149）と。
「権利が義務に先立つ」という主張は、「人々が実際にそう考えている」という
事実が彼らの言語使用から推測されるかぎりで正しいと言えよう。しかし、「タッ
クが拘束され、ニップが自由である」ということが「関係である」という主張――
この主張は、通念の記述というより、ファインバーグ自身の見方とみたほうがよい
――は、私には理解できない。この主張は、前述の (ⅱ)に対応し、「ニップが自由
であるからこそ、タックは拘束される」という文を導くが、これはますます理解で
きない。
「権利があるからこそ義務がある」という言明と「権利を claimするかどうかは
自由である」という言明の間に必然的な関係はない。にもかかわらず、ファイン
バーグのように、人々の通念に依拠して両者を結びつけることは可能であろう。し
かし、ニップの自由と、タックが義務づけられていることの間に直接の関係はない。
ニップに claim-rightがあるとすれば、タックには相関する義務があり、これは、
ニップがその権利を行使するかどうかにかかわらないからである。実際、ファイン
バーグも示唆しているとおり、ニップがその自由権（liberty）を行使して、タック
の義務を免除すれば、タックは「拘束されていない」（＝義務づけられていない）
ことになる。それとも、ファインバーグは、ニップが claim-rightをもっていると
きでも、それを claimすることを選択するまでは、タックの義務は発生しないとで
も考えているのであろうか。すでに義務があるからこそ義務からの解放が選択で
きる、と考えるほうが素直だと思うが。
分析法理学的関心からすれば、権利に関する以上のようなファインバーグの説明
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は、分析的というよりも混淆的であり、法律関係ないし道徳関係についてはいうま
でもなく、法学上の権利概念を分析する道具としても使い物にならない。にもかか
わらず、人々が「権利」という言葉で理解している通念のポイントを、「自分のも
の」（due）、「自由」（liberty）および claimという語で表現される、曖昧かつ多義
的ではあるが、それなりに理解可能な観念で解明しようとするファインバーグの試
みは参照に値する。「社会のなかに権利が存在するとはどういうことか」という本
稿の主要な関心（前述 1(7)参照）にとって、「権利」の意味をさまざまな角度から
見ておくことは得策であると思われるからである。
⑶ claimの三つの用法
すでに述べたように（前述 1(8)の後から 3段落目および 3(1)参照）、ファイン
バーグは、権利の理解にとって claimないし claimingという言葉の理解が決定的
に重要であると考えている。彼は、claimの用法――日常言語学派に与しない私か
らすれば、「概念」というほうが正しいが――を次の三つに分類している（149）。
① 何かへの claimをする（making claim to something）。
② ～ということを claimする（claiming that . . . ）。
③ claimをもっている（having a claim）。
以下しばらく、ファインバーグの叙述にそって、要点を手短に説明して行こう。
①は、自分の権利（right）のゆえに何かを求めること、何かを自分のもの（due）
として要求することである（149–150）。権利（ないしは③の意味での claim）を
もっている者だけが①の意味での claimをすることができる。たとえば、BがA
に 5ドル借りているとき、第三者が 5ドルはAのものだと claimすることはでき
るが、それは②の意味での claimであり、①の意味での claimをすることができ
るのはAだけである（150）。
ファインバーグはまた、①の意味での法的 claimをすることが法律効果をも
つ(24)法的行為の遂行（legal performance）であるのに対して、②の意味で、自
(24)普通の法体系では、裁判外で相手方に自分の権利を単に claimするだけでは何ら法律効
果が生じないのが普通であるが、その点はここでは軽視することにしよう。それについ
ては、前掲注 (5)参照。むしろ、この文脈で「自分の権利を（遂行的に）claimする法的
権能」に言及している点が注目される。これについては、前述 1(2)参照。
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分が権利をもっていると claimすることは、法律効果をもたない単なる記述的発
言であるとして両者の区別を強調している（150）。
もちろん、②の意味での claimの that節には、権利の存在だけでなく、事実に
関する言明等、ほとんどあらゆる言明が入りうる。②の意味での claimは、何かを
主張することだといえばそうであるが、ファインバーグによれば、それが単なる主
張（assertion）と異なるのは、聞き手を意識し、聞き手を自分の意見に賛同させ
ようとして強く主張する点にある（150）。
②の意味での claimをするのにふさわしい状況というものがあり、いつでも claim
をしてよいというわけではないが、自分が権利をもっているのに、それを否定さ
れる状況は、②の意味での claimをするのにまさにふさわしい状況である（151）。
そのような状況で claimすることができるのは、自分が権利をもっているからで
はあるが、ファインバーグは、くり返し触れたように、claimするという活動こそ
が、権利に特別な道徳的意義を与えるということを力説する（151）。そのことは、
②の意味での claimだけでなく、①の意味での claimにも当てはまる。
続けて、彼は次のように述べている。「自分を権利の保有者と考えることは、不
当にではなく適切に自分に誇りをもつことであり、他者から愛され尊重されるに値
するために必要な最小限の自尊心をもつことである。実際、人格の尊重……は、人
格のもつ権利の尊重にほかならない、といってよいであろう。……『人間の尊厳』
と呼ばれるものは、claimを主張する、承認されるべき能力にほかならないかもし
れない。」（151）と。
この文章では、今まで「権利をもっている」という話をしていたのに、何の説明
もなく唐突に（法律家の用語でいえば）「権利能力をもっている」という話に移行
しており、理解に苦しむものである。意地悪く解釈すれば、法人である相続財産や
株式会社にも人間の尊厳があるという話になりかねない。したがって、この文章は
軽視することにしたい。
③についてファインバーグは、名詞としての claimをもっているということは、
①の意味での claimまたは②の意味での claimをすることができるということであ
ると説明している。これは、「権利（③の意味での claim）をもっているから claim
することが可能になるのだが、権利にとっては、名詞としての claimよりも、動詞
としての claimのほうが重要である」というすでに登場した主張のくり返しにす
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ぎない（151）。
③の項目でファインバーグが主として検討しているのは、ともに名詞である権
利と claimとが同じかどうか、という問題である。彼の結論をいえば、すべての
claimが権利であるわけではなく、「妥当な claim」を「権利」と定義するほうがよ
い、というものである（152）。「妥当な」（valid）ということの意味は、「正当化さ
れた」（justified）ということよりも狭く、法的な claimについては「ルール体系
の内部で正当化された」、道徳的な claimについては「道徳原理によって正当化さ
れた」ということを意味するとされる（153–154）。
しかし、自分の claimが権利として認められるのは、claimを claimすることを
通じてであるから、claimと権利の違いを過度に強調することは、claimする活動
の重視というファインバーグの最も重要な主張と若干の齟齬をきたすようにも思わ
れる。彼も、そのことを事実上認め、「一応の claim」すなわち、それに優る他の理
由がなければ権利として認められる claimという観念に言及し、そのような claim
を支える議論は、聴かれ、公正に考慮される資格があると付言している（152）。
4　Claimingと法律関係
⑴ 有権利社会を無権利社会から分かつもの
権利における claimするという活動の意義を重視するファインバーグの権利論
には、claimingの活動が存在しない無権利社会は、それが存在する「有権利社会」
に比べて道徳的に劣っているという含みがある。
そうだとしても、「無権利社会に claimingの活動が存在しない」という言い方
は正確ではない。無権利社会においても、②の意味での claimの活動は存在する
と考えてよい。ただ、個人が権利ないしは請求権（claim）を、②の意味で claim
する活動は存在しない、というだけである。
ということは、しかし、他人の義務を、②の意味で claimする活動は存在してよ
い、ということである。無権利社会では、AからBが金を借りたとき、Aは、Bに
対して借金の返済を内容とする請求権をもっていないから、その請求権をBに対
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して claimする権利ももっていない、ということになりそうである。だが、Aは、
「Bには借金をAに返済する義務がある」という claimを、Bを聞き手として②の
意味では行うことができるのである。
「Bには借金をAに返済する義務がある」という文は、法律関係論の用語では、
「AはBから借金を返済してもらう請求権をもっている」という文と同義である。
何度も述べたように、請求権の内容と、それに相関する義務の内容とは同じであ
る。無権利社会においてAは、そのような意味での請求権はもっているが、請求権
または義務の内容を実行するようBに対して claimする権能はもっていない。主
権者が権利を独占する無権利社会において、そのような権能をもっているのは主権
者のみである。
法律関係論において claimは、claimする権能を伴わない請求権である。これに
対して、有権利社会と無権利社会を区別する決定的な特性は、請求権保有者が義務
者に対して、請求権を claimする権能をもっているか否かである。
claim-rightの解明を義務に相関する権利――すなわち請求権の定義――から始
めるファインバーグも、明言はしていないが、そのことに気づいており、だからこ
そ、claim権能の行使をさして、適切にも claimingという言葉を使ったのである。
これは、①の意味での claimであるが、そこで重要なのは claimの内容ではなく、
だれのだれに対する claimingかという点である。ファインバーグによる①の説明
には、この決定的に重要な点に関する言及が欠けている――“making claim to
something”の後に“against a person”が付加されていない(25)。言葉の用法の
分類にこだわりすぎると、重要な観点が取り込めないことがある、ということの一
例である。
⑵ 瑣末な論点
法律関係と直接の関係がない claimの意味②への言及も、議論を混乱させるも
のである。意味③も含めて、それは claimないし権利の正当化に主としてかかわ
り、無権利社会と有権利社会の区別にはかかわらない。
有権利社会では、claim権能の行使が個人の自由に任されているという論点も、
(25)にもかかわらず、ファインバーグは、claim-rightに「事物への権利」と「他人に対する
権利」という二つの次元があることを鋭くも指摘している（155）。
185
明治大学　法律論叢 90巻 2・3号：責了 book.tex page186 2017/12/26 13:08
法律論叢 90巻 2・3合併号
無権利社会と有権利社会の区別とは直接の関係がない。無権利社会においても、自
分に何かを負っている義務者の義務の存在を②の意味で claimすることは、その
人の自由に任されている。くり返しになるが、無権利者社会では、義務者の自分
（請求権者）に対する義務を、個人たる請求権者が義務者に対して claimする権能
がない、という点が決定的なのであって、その権能を行使する自由があるかないか
は(26)、二の次なのである。その権能の行使が禁じられていれば、「権能をもって
いない」というのとほとんど同じであり、また、権能の行使が一般的には許されて
いる場合でも、相手方または第三者とその権能を行使しないという内容の契約を結
んだために、claim権能保有者が「権能を行使しない義務を負う」――したがって
自由でない――こともある。
さらにいえば、中心的な主張とは思いたくないが、無権利社会では「人格が尊重
されない」とか「人間の尊厳」がないといったことを示唆するファインバーグの見
解には苦笑せざるをえない。権利観念だけを手がかりに、そのように大きな文化問
題を論じることの是非は不問に付すとしても、カントの倫理学を参照すればわかる
ように、他人に対して自分の権利を claimするという側面よりも、自分で自分に義
務を課すという側面を重視する道徳観が必然的に「人格の尊重」や「人間の尊厳」
の観念を欠く、などとは言えないことは明らかであろう。
⑶ 結論
再び結論をくり返すが、個人である請求権保有者が義務者に対して、義務の履行
を claimする権能を有することが有権利社会の特性である。それがどのような社
会であるかは、言語に関する事実だけでは足りず、それ以外の事実に関するデータ
なしに答えることはできない。権利概念の探求は、法律関係論に始まり、法律関係
論に終わる(27)。
(26) claim-rightに含まれる請求権（claim）を義務者に対して claimする権能を行使するか
どうかの自由の問題と、同じく claim-rightに含まれる義務の免除権能を行使するかどう
かの自由の問題とを並べて議論する仕方に（148, 156–157）、私はついて行けない。権
利者が、義務者をその義務から解放することを（義務者に対して？）claimするなどとい
うことは、よほど例外的な場面でしかありえない。前掲注 (7)で言及したハートの見解に
ついても、同じ問題がある。
(27)「自由」（liberty or freedom）には、事実問題の側面と権利問題の側面とがあり、おそ
らく法律関係論には解消されない。その問題の検討は他日を期したい。
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